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は,フ ランスや ドイッな ど北大西洋条約機構

(NATO)加 盟国である欧州諸国の一部からも賛同
を得ない形で,単独主義的に実施に移された。アメ

リカによる侵攻直後にイラク国家が崩壊すると,ア

メリカ・ブッシュ政権 (2001～ 2009年 )の単独行動

主義 (ユニラタラリズム)に批判的で,そのような

単独主義的な軍事介入が繰 り返されることを危惧し

た独仏を含む欧州主要 3カ 国 (英仏独)は ,ア メリ

カを差し置く形で独自にイランの核問題への解決に

乗り出した。具体的には,こ れら3カ 国は,同問題

を「国際の平和への脅威」として政治問題化するこ

とを避け,核不拡散条約 (NPT)の枠組み内で,す

なわち NPT批准国であるイランの核技術の平和利
用の権利を保障しながら,同条約の保護措置協定

(safeguard agreements)を 強化する形で,イ ランの

核問題に対処する選択を行った。その結果,2003年

10月 に英仏独の外本目がテヘランを電撃訪問し,イ ラ

ン側の担当者であったロウハーニー国家安全保障最

高会議書記 (当時)か ら保護措置協定の実質履行を

引き出す合意 (テヘラン合意)を結んだ。続いて,

同 3カ 国とイランは,翌 2004年 11月 にパリにおいて,

イランの核問題をIAEA理事会で対応し,国連安全

保障理事会へは付託しないことと引き換えに,追加

議定書の締結を確約させる合意 (パ リ合意)を結ぶ

など成果をあげていた
2)。

ところがその後,米・欧州間でのイラク戦争後の

関係改善の一環として,2005年初頭に欧州 3カ 国が

イラン側との合意を一方的に覆し,イ ランの原子力

の平和利用を断じて認めず,イ ラン佃|へ核燃料サイ

クル計画自体の完全放棄を要求する米ブッシュ政権

と足並みを揃え,それをイランが受け入れない場合

には,イ ランの核問題を国連安保理へ付託する方針
へと軌道修正を行った。国際問題としてのイラン核

問題が発覚 した2003年 当時にイラン国内で政権を

担っていたのは国際協調派で穏健派のハータミー政

権 (1997～ 2005年 )であった。しかし,こ の欧州 3

カ国の突然の路線転換は,核技術の平和利用を国策
と位置づけるイランにとっては,こ の穏健派政権に

とっても断じて受け入れ不能なものであった。ハー

タミー政権が任期の最終月の月末に中断をしていた

ウラン濃縮プログラムの再開を発表したのは,それ
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ゆえであった。さらに,国際社会にとっても,イ ラ

ンにとっても不幸であったのは,こ の欧州 3カ 国の

アメリカヘの追従が,た またまイラン国内における

保 守強硬 派 の ア フマデ イー ネジ ャー ド政権

(2005～ 2013年 )の 台頭と重なってしまったことで

あつたの。その結果,2005年 以降,欧州連合の共通

外交・安全保障上級代表を交渉窓口とする国際社会

の対イラン交渉は,実質的な進展が長期に亘り滞る

結果となった。その間,対イラン強硬派であるアメ

リカのブッシュ政権は任期末に至り,2008年 の大統

領選挙で長年に亘り外交関係を断絶しているキュー

バ,北朝鮮,イ ランとの対話を公約の一部とするオ
バマ候補が当選した。

対 イラン関係 において,最 初 にオバマ政権

(2009～ )の独自姿勢が見られたのは,就任 3カ 月日

の2009年 4月 に同大統領がプラハで行った (今や著

名な)核軍縮に関する演説においてであったcその

中でオバマ大統領は,(ア メリカの主要紙を含め一

般にはまったく注目を集めなかったが)イ ランの核

および弾道ミサイル計画は国際社会に対する脅威で

あるとの歴代政権の姿勢を維持しながらも,イ ラン

側が協調姿勢に転じるならば,イ ランの原子力平和

利用の権利については支持すると明確に断言をし

た4)。 しかし,2009年 はイランにとっては,ア フマ

デイーネジャード大統領が再選を呆たすべく臨んだ

同年 6月 の第10期大統領選挙において,第 2位に終
わった改革派候補が選挙不正を訴え,半年以上に亘

り「緑運動」の名の市民的抵抗 (dvil redstance)が

顕在化した年であった。2011年の「アラブの春」民

衆蜂起の先駆けとも見なしうる,こ のイランにおけ

る路上抗議運動は,最高指導者を領袖とする国内の

保守強硬派の暴力装置による徹底的な弾圧を招き,

半年あまりで終′自、へと追い込まれた
5)。
それに続 く,

ア フマ デ イー ネ ジ ャー ド政 権 の 第 2期 目

(2009～ 2013年 )は ,イ ランに対するアメリカの単独

経済・金融制裁,国連安保理および欧州連合による

経済・金融制裁が強化された時期であった。その結

果,対外的には原油生産・輸出量の大幅収縮を余儀

なくされ,通貨 (リ アル)価値が暴落し,さ らに政

権による経済政策の失政も相まって,国内でインフ

レ率が急上昇するに至った。それゆえ,外貨準備高
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の事実上の協力を得て,合意 (の イラン側の義務行

為)施行への国会承認を含む必要な諸手続きを予定
通りに進めることができた。

しかしながら,施行日から4カ 月が経過した2016

年 5月現在,早 くもいくつかの問題点が浮上してき
ている。それらは,(1)オ バマ政権末期での合意と

実施となり,次期アメリカ政権の動向を気にせざる

を得ないというタイミングに起因する問題 (具体的

には,米国の次期政権が再びイランとの対立関係に

入り,対イラン制裁が強化される可能性が排除でき
ないため,欧州の大手銀行や保険会社がイランとの

取引を引き続き拒否していることなど),(2)雑 多
な国内勢力からなる国内政治過程が複数の中心間で

拡散した形で進む点では共通しているものの,最高
指導者が (最終的には)その過程をその外部 (あ る
いは上部)か ら一手に統御できるイランとは違い ,

アメリカ国内の政治過程が拡散したまま継続するこ

とに由来する問題 (具体的には,野党共和党を中心
として対イラン融和政策への反発・反対が根強いこ

と),(3)核 燃料サイクル計画に限定 して交渉を
行ったため合意が可能になった反面,その結果,ア
メリカがイランに関して抱えてきた他の懸念事項 ,

具体的にはイスラエルヘの敵対姿勢,レバノンのヒ

ズブッラーなど (イ ランは合法かつ正当的な組織と

みなすものの)米国が国際テロ組織とみなす勢力へ

の支援 (いわゆる「テロ支援」)の問題,さ らに弾道

ミサイル開発が,手付かずのまま残存していること
である。(2),(3)の結果,ア メリカが単独で課し
てきた対イラン制裁は解除されずに残存しているた

め,米企業はイランヘの投資ができず,イ ランの銀
行はドル決済の銀行取引から引き続き世界的に排除

されている。米国内政的に根が深い問題であるため ,

これらの問題が解決する見通しは現在のところまっ

たくない。これに加え,国際テロ事件のアメリカ人

被害者の家族が,それらの事件にイランが関与して
いたとして,ア メリカ国内にあるイランの凍結資産

を賠償金として差し押さえることを求めた民事裁判

において,」CPOAの施行後の2016年 4月 に原告有
利の判断をアメリカの最高裁判所が下し,それに反

発したイランが現在,対抗措置を模索中である。

米・イラン間でこれらの問題が残存しているため ,
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アメリカが主導的に交渉を行い達成した包括合意で

あるが,その施行後の状況は,イ ランとの貿易等の

経済活動の再開や投資の機会の獲得など。いわば漁

夫の利を得ているのは,欧州や中国 0韓国など (さ
らに可能性としては日本)であり,ア メリカの経済

界ではない。そのような状況がアメリカ国内で周知

されることになると,それに対するぶ |,i二 しとして

(欧州ほかとイランの間の関係改善を阻むために)

包括合意をサボタージュ,あ るいは実質的 |二蔑ろに

する方向で,ア メリカ国内から次期政権への圧力が

強まることも十分予期される
"。

Ⅲ 対立の種としての核合意

上記の問題に加え,包括合意がなされたことが引
き起こしている新たな問題もすでに浮上してきてい

る。上述のとおり,」CPOAは イランの核燃料サイ
クル計画に限定した合意である。したがって,中東

地域国際関係の軸の根本的な変換を意味した、エジ

プ トとイスラエルの間での平和条約の締結 (1979

年)に結びついた,1978年 のキャンフ
3・

デーヴィッ

ド合意とは異なり,今回の合意は。それ自体では中

東国際関係に重要な影響を与える構造的な変化でも,

そのような変化をもたらすものではない]ま たそも

そも国交関係を断絶中のアメリカとイランの間で交

渉され合意されたものであるが,前述のとおり,そ
の他のアメリカからみた懸念事項は枚置されている

ため,全面的な外交関係の再開などに繋がるもので
はない。言い換えると,今回の合意 |よ  外相間の意
思疎通を一定程度容易にした面はあるが |。 政府間

あるいは国家間のレベルにおいて,米 ・イラン間の

関係改善を意味するものではまったくないЭ

しかしながら,イ ランの隣国の一部.具体的には

対イラン宥和政策へ基本的に反対 してきたサウ

デイ・アラビア,バハレーン、アラブ首長国連合

(UAE)の アブ・ダビ首長国などにとっては,ア メ

リカとの懇意な関係の観点における競合という問題

を突きつけるものである。この点は,同様にイラン

との核合意に絶対反対の姿勢を公言してきていた,

イスラエルのネタニヤフ政権についても当てはまる。

これらの湾岸アラブ諸国とイスラエルは,少なくと

もこれらの国々の観点からは,イ ランの軍事的脅威
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造についてのカナダ商工業者たちの認識である。世

紀転換期になると,彼 らはイギリス本国との関係と

ともに,他の自治植民地との間で相互補完的な経済

関係を築くことをめざすようになったが,その際 ,

一種の序列構造を想定していた。原料供給地として

の役割に限定されず工業製品輸出国としての性格を

もつカナダは,オ ース トラリアやニュージーランド,

南アフリカといった農業国よりも上位に立つと考え

られたのである。移住植民地をもつことによってヒ

エラルヒー構造が明確に見られるということは,イ

ギリス帝国の特徴の一つであるが,その構造認識に

おける微妙な違いがこうした形ではっきり示された

ことは,イ ギリス帝国論,「ブリテイッシュ・ワール

ド」論への一つの貢献である。

最後に,本書について評者が最大の問題と思う点

を一つあげておこう。カナダにおいて一貫して問題

となる,フ ランス要因の位置づけである。カナダの

対夕ヽ経済関係がフランス系カナダ人にとってどのよ

うな意味を持ったのか,と いう問題について,本書

では,次の 2点が指摘されている。1880年代後半に

アメリカ合衆国とカナダの間の通商同盟推進運動を

主導したゴールドウイン・スミスが,イ ギリス系カ

ナダ人はフランス系カナダ人に吸収されるという恐

れを抱いていたために,「アングロ・サクソン人種の

減亡」阻止のために隣国の助けが必要だと考えてい

たという点,お よび,保守党マク ドナル ド首相が

「通商同盟に関する議論の際にはフランス系カナダ

人の動向にも常に気を配っていた」という点,の二

つである。いずれも興味深い指摘であるが,ア メリ

カ合衆国との関係強化に関わる論点であり,本書の

主題であるイギリス帝国経済の緊密化との関連では,

フランス系カナダ人の姿はまったく見えてこない。

イギリスとの関係をめぐる商工業者の動きが詳細に

描かれている労作であればこそ,イ ギリス帝国史研

究者としては,こ の点の欠落が,評者にはもっとも

気になった。

(刀水書房,2014年 5月刊,A5判 ,364頁,6500円 )

(21頁より続く)

永泰行「第11期 イラン大統領選挙を巡る国内政治過程

― ロウハーニー当選の背景 とその制度的意味合い

一一」『中東研究』518号 (2013年 10月 ),3-14頁 ,お よ

び同「イランにおける制度的弾圧と一般国民一―抑圧

的体制下の争議政治としての競合的選挙――」酒井啓

子編『途上国における軍 。政治権力・市民社会一-21世

紀の「新しい」政軍関係一―』 (晃洋書房,2016年),第

13章 (26か279頁 )。

8)解 除された国連安保理決議は,1696(2006),1737

(2006),1747(2007),1803(2008),1835(2008),1929

(2010),お よび2224(2015)で あった。合意内容の詳

細は安保理決議第2231号 の Annex(全97頁 )に 明記さ

れている。

9)ク リントン政権下の1996年 ,ア メリカの議会の共
和党議員は同じ目的で,イ ランとの商取引やそれへの

投資に従事する外国企業に米国内で制裁措置を課す法

律 (イ ラン・リビア制裁法)を 成立させている。同法

は (実際に使われた例はまだないが),リ ビア部分が解

除された後,イ ラン制裁法として現在も施行中である。
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